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日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2020年度から
第 7期として、これまでの分権改革を踏まえ、実際の都市政策、都市経営により重点をおいた調
査研究等を実施することとしている。
2020 年 11月には、「ポストコロナ時代における地方分権の展望」を議題に第 29回会議を開

催した。会議では、東京大学先端科学技術研究センター教授の牧原出氏による講演の後、委員で
ある市長及び学識者の間で活発な意見交換が行われた。本稿は、その講演内容を議事録としてまと
めたものである。

はじめに
（1）新型コロナウイルス感染症10の教訓

ただいまご紹介にあずかりました東京大学

先端科学技術研究センターの牧原です。

本日は「ポストコロナ時代における地方分

権の展望」というテーマをいただいておりま

すので、私が制度検討の一員としてかかわっ

た「自治体戦略 2040 構想研究会（2040 構想

研究会）」と「第 32 次地方制度調査会（第

32 次地制調）」の審議から関連することなど

を併せてお話しさせていただきたいと思いま

す。

これらの審議は、2017 年に始まりました

ので、今回のようなグローバルパンデミック

については全く想定をしていませんでした。

しかしながら、これからの地方分権を展望す

るには、新型コロナウイルス感染症（新型コ

ロナ）との関わりも考えていかなくてはなら

ないことは皆さんもご承知のとおりです。

ところで、2040 構想研究会と第 32 次地制

調は、同じ方向をめざして議論をしていたと

思っていたのですが、最近どうも少し様子が

違うのではないかと感じ始めたところがあり

ます。いったい、「どこでどう話がずれたの

か」、あるいは議論を進める中で、「どこでど

う新しいテーマが出てきたのか」についても

ご説明したいと思います。

なお、私が所属する先端研は、日本の研究

所で唯一、「分野を特定せず、先端であるこ

とだけを共通項として他分野と融合するこ

と」を目的に 30 年前につくられました。で

すから、政治学・行政学を専門とする私のよ

うな分野の研究者もおります。

さて、数週間前のことですが、一般財団法

人アジア・パシフィック・イニシアティブ

（理事長：船橋洋一）が、新型コロナウイル

ス感染症に対する日本政府の対応を検証した

『新型コロナ対応・民間臨時調査会　調査・
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検証報告書』（民間臨調報告書）を発表しま

した（2020 年 10 月）。また同時期にイギリ

スの論壇誌『ニュー・ステイツマン』に科学

ジャーナリストのフィリップ・ボールが「新

型コロナウイルス感染症の 10 の教訓：Philip 

Ball, “Ten Lessons of the Pandemic”, New 

Statesman, October23-29」という論文を発

表しました。この 2 つを読み比べるとなかな

か興味深いものがありますが、まずここで

は、主にボールの教訓をご紹介しましょう。

この「10 の教訓」を私なりに整理してみ

ますと以下のようになります。ボールによる

と、各国で次のような傾向が見られたそうで

す。

＜新型コロナウイルス感染症の10の教訓＞

①グローバルな問題が登場した時、科学はい

くつかの回答は示せるが、すべての回答は

出せない。

②科学技術からの課題解決は、社会経済的な

問題によって阻害される。

③緊急の科学的討議では、傍流の科学者が支

持を得た。

④科学技術はかつての行動と思考の型を変え

るのではなく、より強化する道具となる。

⑤環境の悪化が将来のパンデミックを引き起

こし得る。

⑥国際的な諸制度は問題解決に適合的ではな

い。政治的決定は国家単位でなされる。

⑦政治家は危機に対応できず、その脆弱さが

明らかになる。

⑧いくつかの民主主義体制では、政治権力は

問題解決能力と結びつかなかった。

⑨虚偽の情報が拡大する「エコシステム」が

危機の中で強力化した。

⑩徹底した事前の準備は期待できず、事後の

危機管理のみ可能である。

「10 の教訓」のうち①から⑤までが「科学

から見た教訓」です。こうした傾向が各国で

も日本でも見られました。環境の悪化につい

ては、グローバルウォーミング（地球温暖

化）が将来のパンデミックを引き起こすこと

もわかってきました。

他方、「政治から見みた教訓」は⑥以降

で、⑦の例を挙げるならば、自ら新型コロナ

に罹患したトランプ大統領やイギリスのジョ

ンソン首相のケースとなるでしょう。また、

トランプ大統領のツイッターが社会に大きな

影響を与えたように、ソーシャルメディアの

普及により、虚偽の情報（フェイクニュー

ス、あるいはフェイクインフォメーション）

があっという間に拡大・拡散するエコシステ

ム（循環型のシステム）が強力に作用したと

いえます。

新型コロナはウイルスの変異や感染の拡大

を正確に予測することが難しいため、事前の

準備を徹底することは期待できず、事後の危

機管理しかできないというもどかしさも見て

とれます。

ボールはかなりシニカルな表現をしていま

すが、これが 2020 年 10 月ごろまでの状況で

す。現在、欧米ではかなり深刻な第 2 波が来

ています。スペイン風邪（1918 〜 1920 年）

の場合、第 1 波は 3 月ごろからで、第 2 波は

だんだんと寒くなる時期でした。スペイン風

邪ではこの第 2 波が非常に大きな被害を欧米

にもたらしました。今回の新型コロナでも、
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これから寒くなる時期に第 3 波が襲ってきま

すので、日本も含めてかなり大変な事態が

やって来る、対処策がある程度できていると

しても、深刻な事態になる可能性が高いと私

は思っています。

このような状況下で科学も政治も様々な課

題を抱えていますが、見えてきた大きな課題

の一つは「経済」です。ボールの教訓では、

「経済が科学の阻害要因である」と述べるに

とどまり、「経済をどうするのか」について

はあまり取り上げられていません。また、そ

の際、地方政治、行政（ローカル・ポリティ

クス、ローカル・デモクラシー）はいかに対

応すべきかなどについても述べられておりま

せん。感染症対策は経済政策ではありません

が、この問題をいかに解決するか、それを担

うのは「政治」の役割ではないでしょうか。

（2）世界と比べた日本の特性

ここで、日本の新型コロナへの対応を振り

返ってみましょう。

注目すべきは、「ローカル・ポリティク

ス」、あるいは「ローカル・デモクラシー」

です。新型コロナの対応を検証したアジア・

パシフィック・イニシアティブの報告書（民

間臨調報告書）には、「重要なのは地方がい

かに対応するかである」と書かれています

が、国から言わせると「首長も専門家も言う

ことを聞かない」、だから「うまくいかな

かった」ということになります。責任転嫁の

ロジックが多く見られました。

3 月、4 月の感染者が欧米に比べると少な

かった日本は、当時は東京オリンピック開催

とアベノミクスの成果にこだわっていたた

め、経済政策を捨てていませんでした。

一方で、ロックダウンという状況にまで追

い込まれた欧米、特にヨーロッパは、経済よ

りも感染症の抑え込みに専念せざるを得ませ

んでした。

結果、日本はだらだらと感染症対策に時間

をかけ、かつ、地方（ローカル）での対策を

どうするかが問題になったのです。

ここに来て今、ヨーロッパでは経済をどう

立て直すかが問題になっていて、国がロック

ダウンを指示しても、従わない自治体も出て

きている状況です。しかしこうした事態は、

ある意味、日本では、既に 3 〜 4 月段階で起

こっていたことであるともいえます。

日本では、「経済と感染症対策の両立」

は、良否は別として、国（中央）と地方の対

立という構図で早い段階から直面していたの

ではないか、つまり、現在欧米が抱えている

問題を先取りしていたのではないかと思うの

です。

しかも新型コロナの拡大により外交は実質

的に消滅しています。ヨーロッパのように地

続きならまだしも、日本のような島国になる

と首脳会談などの外交は非常に難しい状況に

なります。ましてや「三密回避」により国政

が停滞しています。その結果、「ローカル

リーダーシップ」の役割が大きくなり、注目

されるようになったと考えます。

「地方は今どうするのか」は、様々な形で

問題になってきています。このような状況の

中で、日本がこれまでごく通常の課題として

考えてきた「経済と感染症対策の両立」は、

世界の中でもかなり先駆けた事例であると私

は思っています。今まさに、これをどのよう
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に考えるかについて試されているのだろうと

も思っています。ただ、こうした中で、各自

治体のモデルづくりが競争の様相を呈してき

たことについては考えなくてはいけません。

政策形成能力が高い自治体をはじめ、各自治

体からは様々なモデルが提言されましたし、

現場に即した情報発信もされました。しか

し、いろいろな自治体が次々といろいろなモ

デルを出してくるようになると、そもそもモ

デルとはいったい何だったのだろうかと思い

ます。状況が刻々と変わるため、当然モデル

の意味も変わっていきます。大阪モデルや世

田谷モデルは、結局のところどうなったの

か。日本モデルも含めて検証しなければなり

ません。

こうした流れの中で、今、新型コロナ対策

により、地方の財政が逼迫しています。そう

なったときに、これまで存在感のなかった国

が急に存在感を現してきます。新型コロナ対

策と財政逼迫──国と地方との力関係もある

中で、いったい地方は何ができるかのか。次

のフェーズでは財政問題が前面にでてくるで

しょう。おそらくそれを考える時が迫ってき

ているのだと思います。

（3）自治体戦略 2040 構想研究会と第 32

次地方制度調査会の調査手法

新型コロナのあるとないとにかかわらず、

日本は人口減少に向かっています。日本だけ

ではなく、先進国も、さらには先進国だけで

はなく、特にアジアで、人口減少がかなり進

んでいます。

第 32 次地方制度調査会は人口減少への対

応を図りましたし、おそらく新型コロナでま

た出生率は下がるでしょうから、人口減少の

問題はまたさらに加速度を増して深刻化して

いくだろうと思われます。

2017 年から 2018 年の総務省の自治体戦略

2040 構想研究会、2018 年から 2020 年の第

32 次地方制度調査会ではともに、「2040 年に

高齢化のピークが来た時、『何が問題になる

のか』『何を準備すべきか』」を議論しまし

た。

これらの会議は 2040 年をターゲットイ

ヤーとし、そこから現在に逆算していく

「バックキャスティング」（未来から現在に逆

算していく方法）という手法をとりました。

なぜこのような調査手法を取ったのかという

ところから考えていきたいと思います。

総務省はおそらくこれまで掲げてきた「人

口増」という地方創生の政策目標を移し変え

たかった。国はその方向に向かっていかざる

を得ないと考えたのだと思います。

一方、地方制度調査会（地制調）は、戦後

多くの答申を出してきましたが、それらのほ

とんどは制度に反映されませんでした。しか

し、いわゆる地方分権改革の時代以降は、逆

にこの答申が実効的なものになってきました。

そして今や、国が旗を振って地方分権改革

を推し進める時代ではなくなってきたので

す。だからこそ、第 32 次地制調は新たな地

方制度改革の在り方を探そうとしたのだと思

います。その結果、総務省は、内政全般を総

合的に再検討しようと試みたのです。2040

年というターゲットイヤーに、人口減の中で

地方は何ができるか、こうした枠にこれまで

の改革の論点を落とし込んでいこうとしたの

です。
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1　自治体戦略2040構想研究会から第32
次地方制度調査会での審議

（1）自治体戦略 2040 構想研究会と第 32

次地方制度調査会の前提の違い

よくよく考えると、どうも狐につままれて

いるような感じがしてしまう点があります。

つまり、このようなバックキャスティングの

視点からみると、「2040 年が大変なことにな

る。人口が非常に減る。若者（20 歳）も

ピーク時の半分になる。今のような新卒一括

採用では採用競争が過熱し、企業も自治体

も、日本人の若者を採用できずに人手不足に

なる」ということがいえるのですが、2040

構想研究会で問題にしているのはこれとは少

し違うのではないかと思えるのです。

2040 構想研究会は、「自治体職員が過小状

態になる」と捉え直しました。つまり人口減

により地域の人口が減ると想定しながら、

「自治体職員が少なくなる」「人手が足りなく

なる」にフォーカスを当てて、そこから多様

な政策が考えられるのではないかという議論

を行いました。

いわゆるスマート自治体や、公共私のベス

トミックス、圏域連携など、災害や医療、教

育等のデータを「自治体職員の過小状態」と

いう前提のもとに議論し、課題を絞り込んだ

わけです。

第 32 次地制調は、2040 構想研究会の報告

をもとに諮問され議論を進めました。先ほど

お話ししたように、人口減から「自治体職員

が過小状態」となり、その活動量は非常に大

きな限界を生じることになります。その解決

策として、IT 化、公共私連携、圏域連携に

よって政策課題を考えようとしたのが、総務

省の当初の発想です。

ところが、第 32 次地制調は、この前提を

少し広げ、「人口減」を、「自治体職員の活動

量だけではなく『地域単位の活動量の減』、

すなわち『地域全体の人口減』」と捉えたの

です。

そして、その一方で、「地方制度調査会」

であることから、「地方制度の制度設計」に

射程が限定されますので、IT 化、公共私連

携、圏域連携に限定して検討することにしま

した。

このように、2040 構想研究会と第 32 次地

制調では論の立て方が実は違っていたわけで

す。しかし本当は、いまや地域単位の活動量

は限界にまできていて求められる政策課題は

様々に多岐にわたっている状況です。ローカ

ルガバナンスにおいてはその両方をとらえて

検討すべきところですが、2040 構想研究会

と第 32 次地制調の議論では、どちらもその

文脈では考えられていません。

2040 構想研究会は、「議論の中で」と限定

していますが、政策のパッケージを考えてい

ます。一方で、地方自治体の自主性に委ねる

とする第 32 次地制調の議論はかなり茫漠と

しています。

特に第32次地制調は、地方六団体から「あ

なたたちは何も現場がわかっていない」とお

叱りを受け、私も「やはり地域を見るべきだ

ろう」という提案をして、委員の中からも同

様の意見が出ましたので、北海道から九州ま

で手分けして、委員が実際に現場に出向きま

した。その時市長さんからも直接ご指摘を受

けました。現地調査や市長さんの声を聞く中

で見えてきたことは、「活動量の限界は地域
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によって様々である」ということでした。

地方制度の制度設計はもとより、政策課題

は大変多様です。圏域連携をどうするか、ベ

ストプラクティスをどうするか、自治体の基

盤の情報システムを統一化するという提案も

されましたが、まだまだ諸課題が整理されて

いない状態のままで止まっているというのが

私の印象です。

人口減の中で、「どのような課題を議論し

なくてはいけないのか」「地方制度をいかに

考えなくてはいけないのか」。今回の議論

は、パンドラの箱を開けたところで終わって

いて、今後どのように整理していくのかが大

きな課題になっています。

（2）中間報告に至る問題意識の絞り込み

現地調査をして見えたことの 1 つ目は、専

門人材の不足は、都道府県によるサポートの

有無が地域により異なるということです。

2 つ目は、圏域連携は、基本的には自治体

の基礎体力があった上でなら可能となるとい

うことです。基礎体力がない自治体は合併・

吸収される可能性がありますが、基礎体力の

ある自治体には圏域連携をするという選択肢

とともに、連携しないという選択肢もありま

す。

3 つ目は、圏域連携は自治体の基礎体力と

連携の必要性とのバランスの上に成立するも

のであり、圏域連携を全国一律に推し進める

ことには無理があるということです。

4 つ目は、人口が極限まで低減する町村が

出てくる可能性があることです。人口が低下

した町村の中には人口増を支援する政策をい

くら実施しても、さらに低下する自治体が出

てくるものと考えています。

この問題は実はポストコロナの話とも関わ

りますし、東日本大震災の時に既に大きな問

題としてとりあげられていたことでもありま

す。「日本のコミュニティというものは果た

して未来永劫、今あるところにそのままあり

続ける必要があるのか」、おそらく人口減の

中でこれが問われてくる自治体も出てくるで

しょう。

仮にコミュニティの存続が難しくなるとい

う事態になったならば、私はむしろ人口が限

界まで低減してしまったことを温かく受け入

れることが尊厳だと思います。つまり、人間

は年を取っても、病気になっても尊厳を持つ

ということが福祉の領域ではいわれます。自

治体の人口減の局面にも当然「尊厳を持たせ

る」べきでしょう。震災復興の被災地など

で、様々なダメージを受けるコミュニティが

ありますと、「リーダーシップが悪い」「ガ

ヴァバナンスがよくない」という話になりが

ちですが、ダメージは回避できないものだっ

たと受け入れることも大切なのではないで

しょうか。将来に向けて、価値づけというも

のを考えていく必要があるだろうと思います。

このようなことも含め、第 32 次地制調で

は人口増減の類型化として、人、インフラ、

空間、技術の面から問題の整理を行いまし

た。特に高齢者人口と労働力人口の増減を

2040 年まで見ると、高齢者人口は全体に増

える傾向があり、労働力人口は減る傾向にあ

ります。増減の傾向は、大都市圏と町村部と

では当然違いますので、様々な整理がされま

した。
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（3）キーコンセプトは「枠を超える」

第 32 次地制調の報告書のキーコンセプト

は「枠を超える」です。第 32 次地制調で

は、人口減により地域単位の活動量の限界の

解決策として、1 人の人間の活動量を 1 つの

役目だけに設定するのではなく、1 役という

枠を超えて、1 人で多くの役を担う（「1 人複

役」）、ネットワーク型社会により、地域の枠

を超えるといった未来像をつくるべきだと提

言しています。そして地方に対して、「どう

いう未来シミュレーションを描けるかを考え

てほしい」としたのです。

私は比較的規模が大きい自治体でヒアリン

グを行いましたが、企画部門で「枠を超え

た」取組みを検討し始めているところもあり

ました。ただ、未来へ向けてのイメージとな

るとなかなか具体的には出てきません。また

出てきたとして、その未来像をどこまで共有

するのか。まずは、住民と共有できるかどう

かが大きな課題になりますし、本来的には圏

域、あるいは都道府県とともに共有していく

ことが望ましいと思いますが、どのように共

有できるかは難しいところです。いずれにし

ても、未来像を住民や圏域、都道府県で共有

化する必要はあるでしょう。

（4）今後の圏域連携の方向性と新しい政策

概念

①政策概念

これまで行政学や地方自治論では、シビ

ル・ミニマムという政策の目標を考えてきま

した。住民参加による政策形成であり、シビ

ル・ミニマムを住民参加で設定して、ナショ

ナル・ミニマムを底上げしていくことが高度

経済成長期には理想とされていました。しか

し、これは、あくまで人口増の時代に適した

手法です。

人口減の社会では、むしろミニマムではな

くてマキシマムを考えていく時代に入ってい

ると思います。先ほど、自治体の活動量に限

界があるという話をしましたが、実は「活動

量」という概念は、1980 年代ぐらいまでの

地方自治論では盛んに議論されていました。

例えば松下圭一先生が自治のための努力を惜

しむ「居眠り自治体」が問題だとおっしゃっ

たのも、意味するところを考えればその一例

と言えるでしょう。「活動量を最大動員する

のが日本の行政だ」とされた村松岐夫先生の

議論では、まさに「活動量」という言葉が

キーワードになっています。

要するに、かつては皆そろって「頑張れ」

「活動量を上げろ」と言っていたわけです

が、人口減の社会で活動量を上げようとする

と、職員が疲弊し、地域が破綻しますので、

この局面においては、私はマキシマムという

のが前提だと考えます。

「シビル・ミニマム」という言葉の、「シビ

ル」と「ミニマム」それぞれに対するのは、

「ガヴァメント」と「マキシマム」です。

自治体職員の活動量をガヴァメント・マキ

シマムとすると、ガヴァメント・マキシマム

は、自治体職員数が減れば、小さくなりま

す。しかし、これを圏域連携などのガヴァナ

ンスによって補えば、もともとのガヴァメン

ト・マキシマムの水準（行政サービスの質）

は確保できるのではないでしょうか。このよ

うに各自治体のガヴァメント・マキシマムを

連携によってガヴァナンス・マキシマムに変
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換していき、行政サービスの質を落とさない

ようにするといった発想が必要なのであろう

と思っています。

②連携の条件と手法

地方自治、行政学には、「行政需要」と

「行政ニーズ」という概念があります。世の

中には行政に対する様々な要求（行政需要）

があります。このうち行政側で必要だと考え

るもの（行政ニーズ）を把握して、それを行

政サービスとして提供します。行政需要を行

政ニーズに変換することが必要だといわれて

います。

行政需要と行政ニーズを圏域連携に置き換

えてみましょう。「隣の町の施設を使いた

い」「図書館やごみ処理場を使いたい」な

ど、連携需要は一定数あると思います。こう

した連携需要の中から必要とされるものを選

んで連携ニーズに変換していきます。地域の

「未来予測とは、連携ニーズを認知するため

のツール」ではないかと私は考えています。

しかし、連携需要や連携ニーズを誰が認知

するのか。中央から見れば「地域には無駄な

施設がある」と見えるようですが、地域に聞

けば当然のごとく「無駄ではない」というこ

とになります。とはいえ、実際には、公共施

設の維持管理などは今後ますます大変になり

ます。工夫をしている現場の話を第 32 次地

制調や私が個人の立場で訪問した自治体で聞

きました。連携需要を把握している圏域中枢

都市などには、財政部門等の出身で専門能力

に長けた首長の方々もいて、何が必要で何が

無駄であるかを理解しています。今後は、連

携需要をいかに認知し、連携ニーズに組み替

えていくかが圏域レベルで試されていくので

はないでしょうか。

③「地域の未来予測」の重要性

自治体の未来予測が圏域全体の未来予測と

なり都道府県とも共有していくようになる

と、水平的、垂直的な連携が進むという構図

が描けそうですが、現実にはそれほど単純で

はないでしょう。方向性は見えても、一つひ

とつの局面でどうするかはまだオープンクエ

スチョン（回答は様々）です。

第 32 次地制調では、情報システムの共通

化と地域組織の強化、圏域連携のための専門

職員の共同化、圏域連携のための計画段階で

の協議の制度化などを提言しています。な

お、三大都市圏については別の構想を予定し

ていましたが、これはできないまま尻窄みに

なっているのではないかと思います。

では、これからどうすればいいのでしょう

か。人口増減にはいくつかの類型があり、高

齢者人口も労働力人口も両方増えていくとい

う展望のところも数は少なくなりますが、あ

ります。また、両方とも減っていくところも

あります。最も課題となるのは、高齢者人口

は増えるけれども労働力人口は減るというと

ころです。

興味深いのは、どちらもあまり増減がない

ところです。19 世紀型の地方自治（地方自

治の古典的な制度）が前提とするのはここな

のだろうという議論を第 32 次地制調でもし

ましたが、この古典的な枠組みを超えたとこ

ろへの対応が問われているのです。

このような地域の多様性を政策的、制度的

にどう埋めていくのか。次の地制調の課題に

なっていくと思います。
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（5）公共私のベストミックス

ポストコロナを見据え、圏域の連携、中で

も特に公共私の連携に関して、今、先端研で

は地域共創リビングラボという取組みを進め

ています。先日、久元喜造・神戸市長と長谷

部健・渋谷区長がオンラインで議論しまし

た。神戸市長は総務省出身で、渋谷区長は広

告会社出身です。地方の実情と政策に精通し

たリーダー同士が様々な話をしたのですが、

地方の神戸と首都圏の渋谷の首長という事情

の違いもあったのか、議論がかみ合ったり、

違いがはっきり見えたり、刺激的な議論の時

間でした。異なる地域間の議論は自治体職員

レベルでも行っており、新しい知見を生み出

そうとしています。

住民参加の手法としての「リビングラボ」

は横浜市などが積極的に行っています。様々

な分野の関係者を巻き込むのが先端研の手法

ですが、先端研では、全国のリビングラボを

つないでいこうと考えています。このリビン

グラボのような新しい取組みは、余力のある

比較的規模の大きな自治体において、ポスト

コロナの一つの在り方になり得るのであろう

と思います。

自治体に連携の義務はありません。連携す

るかどうかは、職員の意識も含め、自治体単

位で考えていく必要があります。

おわりに
（1）人口減への地方自治体の対処

今回の 2040 構想研究会と第 32 次地制調の

議論は、それまでの議論と異なり、あえて財

政ではなく人口減を入口にすることで政策の

バリエーションを出そうとしました。とはい

え、財政基盤の制約は大きな課題ですから、

財政基盤と人口減の問題をいかに関係づける

かが問われてくるでしょう。

圏域連携に関しては、第 32 次地制調が

「中枢都市がない地域の連携に一定の財政的

支援をする」と報告書に示しています。しか

しながら、財政的支援が十分ではないので

「連携するなら、もっと予算を」と国に訴え

ていく必要があると考えています。

（2）技術革新が連携の大きな鍵

新型コロナの後（ポストコロナ）はどうな

るか。私は行政のデジタル化が加速してい

き、議会のオンライン開催も視野に入ったと

思っています。

留意すべきことは、単に新しいプログラム

を取り入れただけにとどまらないことです。

業務フローの組み替えなしのデジタル化で

は、現場の仕事が増えるだけになるでしょ

う。例えば、議会をオンライン化すればいい

というのではなく、議会のどの部分をどのよ

うにオンライン化するかといった設計が大切

なのです。お金をかけるつもりなら、議場を

ヴァーチャルにつくって自身のアバターを動

かすことだってできます。どこまでやるの

か、しっかり考えていく必要があります。

①地方行政運営体制

財政面での資源制約は、今お話ししたよう

に強化されますので、公共施設の広域での統

廃合は、一層必要になるのではないでしょう

か。おそらく 10 年以内に大きな課題となっ

てくると考えます。

②コミュニティと行政

既に 2020 年 3 月の段階で専門家会議の感
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染症専門家は、新型コロナの収束には 3 年は

かかると断言していたようです。来年度も大

学での講義がオンラインになることはほぼ間

違いないでしょう。そうなってくると、深め

ようとしていた人の交流にも限界が生じ、連

携の速度は鈍くなります。

そして、中心部で密になることはできませ

んので、人口密集地域から周辺地域への移動

が起こります。例えば東京から地方へ、都市

中心から都市郊外へ、広域拠点の都市から地

域拠点の市街地へといった具合です。する

と、空き家や空き小学校のような空間をどう

活用するかといった発想の転換が必要になる

と思っています。密でないほうが感染しにく

いことが明らかであれば、学校は統廃合せず

に教室を広く使った方がいいといった発想も

あるでしょう。居住地、近隣のコミュニティ

の中でどのように拠点をつくっていくかも問

われてくるでしょう。

そして、周辺地域から徐々に遠方へと人の

流れが形作られていきます。行ける範囲で行

くとなった時、いきなり沖縄ではなく、東京

からなら静岡ぐらいがリスクの低い遠方の近

隣です。少しずつ遠方へ移動することは、関

係人口をもう一度再生する突破口になってい

きます。ただ感染が増えれば、行ける範囲が

縮小して近隣へ、感染が収まれば、行ける範

囲を拡大して遠方へということを繰り返すよ

うな中で、名刺交換さえすれば知り合いが増

えていくというわけにはいきません。直接対

面ができない中で、関係人口をいかに広げて

いけるのかが試されていると思います。

③都市圏の問題

新型コロナの影響もあり、中枢管理機能を

担う区域が郊外に分散していきます。これが

新しいスプロールになるのか、多数のコンパ

クトシティ、コンパクトコミュニティになる

のかは、大きく問われてくるところです。中

枢管理機能を郊外へと分散していったとき

に、複数の多元的な拠点をどう結合していく

のか。公共交通機関よりマイカーや自転車の

ほうが感染リスクは低いわけですから、拠点

間の道路整備、交通網の整備が必要になると

考えています。

都市から圏域に広がる人の移動を充実化す

るとなりますと、圏域単位での自立化、活況

化が、核になってくるのではないでしょうか。

そうなると、新型コロナの感染拡大期の人

の移動から、最適な圏域が見えてくるのかも

しれません。

（3）情報の共同化が長期的・戦略的な課題

ポストコロナの都市圏の問題として、情報

システムの共同化は明らかに必要であり、問

題解決の突破口となります。現在、個人情報

保護をはじめ様々な要因により共同化は進ん

でいませんが、共同化を進めるためには、少

なくとも何らかの形で個人情報保護は外して

いかざるを得ないだろうと私は思っています。

100 万人を超えると情報システムの共同化

は難しくなる可能性が極めて高いのですが、

今日ご出席の市の人口レベルでは十分実施可

能なので、共同化が可能な自治体は共同化を

進めていったほうがいいでしょう。

システムの共同化を進めることで、人の移

動を可能にするためには、どのようなリテラ

シー（特定分野の知識）が必要なのか。

1990 〜 2000 年代は、マニフェストとして
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数値目標を掲げることが大事だとされまし

た。2010 年代はデータ情報が重視されまし

た。2020 年代以降は、データをシステムの

中でどのように分析するかの能力が重要であ

るとされ、リテラシーレベルもますます上

がってきています。

新型コロナにより、人の移動が難しくな

り、そのスピードが遅くなったことによっ

て、かえって地域の変化の質が見えてきてい

る面があると思います。これは実は新型コロ

ナに見舞われたからこそのことです。見えて

きた変化に対して、情報システムをどのよう

に活用するかが問われてくると思います。

圏域連携を進めるうえで核となるのは情報

システムの共同化であると私は考えていま

す。ぜひとも早急にシステムの共同化を進め

ていただきたいと思っています。

本日の講演が、様々な展望が見えるきっか

けになればと思います。

ご清聴ありがとうございました。

【質疑応答】
○横尾委員（多久市長）

・最初にプレゼンいただいた「新型コロナウ

イルス感染症 10 の教訓」（“Ten Lessons of 

the Pandemic”）は、日本バージョンをつく

るべきではないかと感じました。一般的に世

界やグローバルの観点からどういう傾向にあ

るかというよりも、日本の場合を知りたいで

す。実際、アメリカ、フランス、スペインと

日本とでは状況が全く違います。同じアジア

とはいえインドとも違いますから、例えば東

京大学先端科学技術研究センターで調査し

て、結果を発信していただければ、今後の教

訓になると思います。

○牧原講師（東京大学先端科学技術研究セン

ター教授）

・お話ししたとおり、アジア・パシフィッ

ク・イニシアティブが一定の教訓を出してい

ます。例えば、リスクコミュニケーションは

うまくいきましたが、危機管理コミュニケー

ションは失敗でしたなど。ただアジア・パシ

フィック・イニシアティブの教訓は、あくま

でも国の対応に関してです。リスクと一口に

言っても、東京や大阪のような大都市のリス

クと、感染者は少数でも数人増えるだけで、

すぐに医療が逼迫してしまう地方のリスクと

では違います。

・ニュージーランドでは、感染者が 10 人ほ

ど出てもロックダウンします。感染者が少な

いからリスクが少ないということは全くな

く、それぞれにどうすればいいかを考えなく

てはいけないと思っています。

○横尾委員（多久市長）

・たまたま韓国出身の経営者に緊急事態宣言
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中やその後の状況を聞く機会があったのです

が、その方は日本の対応にある意味あきれて

いました。例えば日本では、機内で 10 から

12 項目ぐらいのアンケートが配られて、そ

の質問に対してチェックし提出すれば入国で

きます。一方、韓国では入国時にスマホや携

帯に当局の電話番号と専用アプリを登録させ

られ、「このアプリでの管理や電話連絡がで

きなくなったらあなたは出国できなくなりま

す」と言われ、さらに日々の体温などの体調

管理の記録が全部スマホなどに残るようにも

なっているそうです。

・日本は管理が大変甘いので、しっかり問題

提起しないと、またパニックになるのではな

いかという恐れを感じています。

・私の地元佐賀県では、つい先日、誤嚥性肺

炎で 90 代の方が亡くなりました。あとに

なって新型コロナの陽性反応が出たので新型

コロナ関連死になったのです。佐賀県内は、

すべての感染者の関係者、接触者全部を辿っ

て、100％近く感染ルートを把握しています。

しかし東京では感染ルートがわかっているの

は半分程度です。もっとしっかり捕捉して

ターゲットを絞らないと、リスクはどんどん

拡散してしまうのではないでしょうか。

○牧原講師（東京大学先端科学技術研究セン

ター教授）

・人権問題がありますので、徴兵制のある韓

国とは状況が違いますが、ご指摘のような確

認は必要だろうと思います。データを見る限

り、新型コロナは人同士の接触を極力減らせ

ば、ある程度は感染を抑えられます。夏はま

だ窓を開けて換気できるのでリスクが減りま

すが、冬は頻繁に換気するのは難しくなりま

す。感染者数を見ながら、時短営業など、人

同士の接触を減らす対策を打つなど、臨機応

変な対応が求められます。

・ 東 大 で も 海 外 か ら 来 る 研 究 員 に は、

COCOA（新型コロナウイルス接触確認アプ

リ）を紳士協定的に義務づけています。義務

づけてはいますが、強制するのではなく、

「（入国を）受け入れますから COCOA を入

れてください」という形です。

〇横道共同代表（政策研究大学院大学理事・

副学長）

政策研究大学院大の留学生は、入国条件と

して、現地出発前 72 時間以内の PCR 検査の

陰性結果、日本の空港到着後の PCR 検査の

陰性結果が必要です。加えて 14 日間は外出

せず待機して、その後、やっと大学に入れま

す。留学生の入国及び通学条件は、100％で

はありませんが、水際対策は強化されている

と思います。

○松本委員（和光市長）

・先ほど「国が旗を振る分権という時代では

もうない」という話がありました。これは、

時代の構造的なものとして国の旗振りで分権

を進めるものではないということでしょう

か。あるいは政府の要人の関心度により、国

が率先して進めていないということでしょう

か。

・例えば今回の新型コロナ対応でも、和光市

は都県境で「県境移動しないでください」と

いっても、地元の川沿いを自転車で走ればす

ぐ越境できます。市町村はコミュニティと結

びついた重要な存在ですが、一方で、もう一

度広域の行政、都道府県の在り方などの議論

がされてしかるべきではないかと思うのです
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が、議論が全く止まっています。政府の要人

が関心がないという理由で議論が止まってい

るならば、議論を喚起していかなければと思

います。ご見解をお示しください。

○牧原講師（東京大学先端科学技術研究セン

ター教授）

・地方制度に限りませんが、その在り方の検

討は十分に行うべきです。検討を重ねること

によっていろいろな在り方が考えられると思

います。ただ、政権交代があると難しい。衆

議院議員の任期のうちに法改正まで視野に入

れると、4 年という期間はぎりぎりではない

でしょうか。

・1990 年代の分権改革や省庁再編は 4 年、5

年、あるいはそれ以上かかりました。衆議院

議員総選挙で 1 回勝った後、任期内いっぱい

まで解散せず、次の衆議院総選挙でもまた勝

てば、政権が 8 年は続くことになり、制度改

革は可能です。しかし今回の政権のように任

期が短いと、小刻みな政策決定しかできず、

それ以上進まないのだと思います。

・都道府県の在り方を見直すことは、かなり

時間をかけた改革になると思いますから、現

政権では無理です。ただし事務移譲はそれほ

ど時間はかからないので、どんどん進めたほ

うがいいでしょう。つまり、時間をかけずに

できる改革を進めながら、時間がかかる改革

が、どのような政治的条件の中で可能となる

のか、考えていくべきだと思います。

・かつては、無尽蔵に時間を使うことができ

る政治的条件がありましたので、道州制改革

のような話も可能でしたが、今は 4 年を前提

にしなくてはいけないと思います。野党が弱

いのですぐには変わらないでしょうが、何が

起こるかわからないという時代に来ているの

は確かです。

・イギリスでは、政権交代があってもサッ

チャーとブレアで大きな改革を進めることが

できました。例えば長期政権になりそうな勝

利を収めた与党が「8 年でこれをやるんだ」

と決意すれば、制度の改革ができるわけで

す。ですから、地方制度改革を提案する側

は、長期間をかけて行う改革も含めて考える

ことが必要だと思います。

○綾委員（坂出市長）

・新型コロナ対策では、保健所の在り方な

ど、市町村と都道府県の連携の悪さが露呈し

たような気がします。都道府県の権限とその

範囲をもっと明らかにするべきではないかと

思います。

○牧原講師（東京大学先端科学技術研究セン

ター教授）

・新型インフルエンザ等対策特別措置法は、

全体としては、都道府県が主体で運用されて

います。保健所の問題もありますが、都道府

県ぐらいの広域でないと、感染を抑えられな

いというイメージがあったのだと思います。

しかし、インフルエンザと新型コロナでは状

況が違います。新型コロナの感染拡大の中心

は人口密度が高い都市部です。新型コロナ感

染の特徴を踏まえた対策を考えなくてはなり

ません。

・緊急事態宣言を出す、事業者への規制をす

るという枠組みをどう活用したら市町村が主

体になれるかですが、私もすぐに案を出せま

せん。ワクチンへの期待は大きいですが、私

はファイザー社のワクチンにゲームチェンジ

を期待する議論には懐疑的です。今回お集り
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の皆さんは、比較的人が集まりやすい密な空

間がある地域の市長さん方ですから、新型コ

ロナ感染拡大の状況を踏まえ、どのようにし

たら現場の市の権限を都道府県の権限とは別

に使えるかが見えてきているのではないかと

思います。市独自の対策を提案して事務移譲

を図ったり、法改正を提案することは十分で

きると思います。

○諸富委員（京都大学大学院経済学研究科・

経済学部教授）

・私は最初、地方中枢拠点都市（圏）の構想

を総務省の委員会などで議論した経験から、

連携中枢都市構想（圏）のような形で、地域

間で連携を図っていくという議論は、自治を

語っていると同時に、成長戦略でもあると感

じていました。これまでも自ら地域成長戦略

を策定し、中枢都市を中心に経済政策や企画

を立案し、地域で協力してシティ・リージョ

ンという単位をつくるということがあったと

思います。

・今後も地方制度を議論する中で、地域成長

戦略という視点を入れていく必要があるので

しょうか。一方、地域成長戦略に重点を置き

過ぎると、自治という観点から離れる部分も

あり、反発も出てきます。議論の難しいとこ

ろですが、お考えをうかがいたいです。

・また、2040 構想研究会や第 32 次地制調の

議論は人口減少がメインのターゲットだった

と思いますが、コロナ禍で、密を避けるた

め、東京の人口が流出している中で、これま

での議論を見直す必要があるのかについても

おうかがいしたいです。

○牧原講師（東京大学先端科学技術研究セン

ター教授）

・成長戦略ですが、市長の皆様はおおむね積

極的で、松浦正敬・松江市長は第 32 次地制

調の現地調査で訪問した際に、「経済成長が

大事だ。だから連携も選択肢に」と、おっ

しゃっていたと記憶しています。

・総務省の枠で考えると、事務局に何かを提

言しても事務局は動かないという感じがしま

す。都市経営において経済政策は非常に重要

です。2040 構想研究会では経済政策の問題

に近い話も少しはしていましたが、地制調に

なると完全に抜けています。つまり、地制調

では地方自治法だけを考えているため、経済

政策の問題が抜けるという決定的なデメリッ

トがあったのです。ただ地制調はもともと地

方制度を考える役目を担っているので仕方な

い部分もあります。総務省の中で、地制調で

地方制度の枠に捉われない議論をしようとい

う考えになればいいなと思っています。

・そのためには、経済的なプラスを生み出す

何かを行わなくてはならないのですが、内政

の枠組みで考えると、公共施設の負の再配分

のように、ゼロサムゲームよりネガティブサ

ムゲームの議論になっていきます。2040 構

想研究会の委員には経済界からの参加があ

り、比較的幅広にものを考えていましたの

で、地制調でも地方制度も含めた地方自治の

大きな枠組みの中で議論できるとよかったと

思います。

・分権改革に関してもあまり成長戦略のよう

な議論はなかったと思いますが、経済成長の

ための分権改革もあるだろうと、逆に考えさ

せられました。
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・今回、新型コロナが蔓延した時、私は最初

にデフォーの『ペスト』を読みました。ロン

ドンで「2 年ほどにわたってペストの大流行

が起こったけれども、終わった後に何も変わ

らなかった」と彼は書いています。もちろん

変わった部分はあるでしょうが、彼は「全く

元に戻った」と書いており、衝撃を受けまし

た。例えば 2025 年の大阪万博の頃、新型コ

ロナを克服しているとすれば、やはり人は密

になりたがるのは間違いないと思います。そ

こまで見越して、なおかつ人口減少した時

に、現状を振り返って「過剰に密になってい

た」「無駄に会議に出ていた」「Zoom で十分

だった」というものもあれば、「密になった

ほうがいい」という部分もあると思います。

・日本は狭い空間をぎりぎりまで使う面があ

る気がします。新型コロナ後は、狭い空間ま

で活用するという傾向は変わっていくと思い

ます。ですから、全く元に戻るということは

たぶんなく、おそらく今ほど密ではない形で

の使い方を考えるようになってくるでしょ

う。ただし何をターゲットにするかはまだ全

然見えていないようです。空間の使い方をど

う見直すかは必要だと思います。

○蝦名委員（釧路市長）　

・地方分権の中でのバックキャスティングに

は「将来のマイナスの部分を踏まえてやって

いきましょう」というイメージがあります。

私の理想は、過去のことではなく「苦難が

あっても乗り越えていこう」という姿勢なの

で、バックキャスティングという言葉が若干

気になります。

・地域の未来予測をデータベース上で進める

と消滅可能都市が出てきますが、これは予測

とは少し違うのではないでしょうか。むしろ

これからの形を皆で考えながら進めていく仕

組みとして重要なのではないかと思います。

地方自治制度は重要ですが、現場の中で考え

ていくという視点も必要と考えています。

○井手委員（慶應義塾大学経済学部教授）

・ネガティブな未来を思い描いてバックキャ

スティングするというやり方に対して、悲観

するのか、楽観するのかということではなく

て、客観的に物事を考えることが一番大事な

はずです。

・「公共私のベストミックス」という言葉

は、私がつくった言葉なので、少し補完させ

ていただきます。

・財政需要の変化について財政論がないと指

摘されていましたが、2040 年を考えた時に

様々な試算上の問題があると思います。1 つ

は、例えば19歳未満人口が600万人減ると、

教育費、医療費、手当など、様々な予算が浮

きます。あるいは、死亡者数が 300 万人増え

れば、相続税収が違ってきます。75 歳以上

の人口が増える代わりに 60 歳から 75 歳未満

人口は減ります。すると、社会保障費はモデ

レート（適度）にしか伸びません。にもかか

わらず、悲観的な未来が描かれています。

・未来を考える時、ポイントは 2 つありま

す。1 つ目は、公共私の「公」の責任が肝だ

と思っています。2 つ目は、公がどのように

「共」を強化するのかという議論をしないと

いけないということです。もう公は何もでき

ないので共に丸投げするしかないという議論

の前提は間違っていると思います。例えば、

拠点づくりのためにかかる費用、あるいは地

域の担い手の人材のためにかかる費用などを
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考えようという議論を全国市長会では既に

行っています。

・全国市長会では拠点づくりのための費用、

地域の担い手にかかる費用の財源についても

協働地域社会税（仮称）という税を提案し

て、いわば「共」の機能を強化していくこと

を積極的に打ち出していました。日本は、世

界的に見れば、租税負担率は極めて低いわけ

ですから、税を上げていく中で何ができるの

かを議論することが重要です。単なる悲観的

な未来から現状を解くという手法は違うと思

います。

・結論として、「公共私のベストミックス」

とは単なる丸投げではなくて、公の責任を問

い返す言葉だと考えなければいけないと思い

ます。

○髙橋委員（稲城市長）

・中央集権が悪であり保守的な考えで、分権

が正しく現代的な価値観かというと、少し違

うと思います。政策課題に応じて集中的に実

施したほうがいい部分と、分散して実施した

ほうがいい部分、それぞれ内容が違います。

特に、医療分野、あるいは防疫問題は、国を

挙げての安全保障問題なので、市町村や都道

府県で競い合うことではないと思います。で

すから、分散に適するものは分権を進めてい

きますが、今回の保健所問題や防疫問題は、

もう一度広域連携というよりは広域行政とし

て戻す──いわゆる今の話における公の部分

です──中央集権部分と分権部分を再評価し

て、もう一度仕分けをすべきではないでしょ

うか。

・新型コロナでは、東京都問題といわれて東

京が震源地のようにいわれていますが、都内

でも密度には差があって、23 区内での感染

の広がりと多摩地区では違います。

・東京には保健所がほとんどなく全く機能し

ていません。感染経路の追跡なども実質は追

い切れていません。とはいえ、感染経路の追

跡を市町村にやってくださいといってもでき

ませんし、各区の保健所も機能していないの

ですから、むしろ東京都の保健所をもう一度

再編して数も倍増すべきだと思っています。

つまり、分権を考える時、すべてのことをワ

ンウエイで「上」から「下」へ下ろすのでは

なくて、戻して再編するという観点も考えて

ほしいです。

○桂川委員（亀岡市長）

・新型コロナ後の社会の在り方や分散型社会

をどのように地方が担うのかを考えるにあ

たって、地方は人口減少で、職員の数もどん

どん減らしていて、自治体のマンパワーは下

がっています。そんな中、分散型社会に対応

できる地域をどのようにつくっていくかは重

要なことで、分散型社会の担い手としての地

方をどのような形でこれから運営していくの

かという課題がたくさんあると思っていま

す。

・今、国が関係機関を地方に分散するという

動きの中で、京都府では文化庁の移転話があ

ります。しかし、文化庁の移転以外に新たな

話は出ていません。逆にいえば、地方で、中

央官庁の受皿を用意するには多大な費用がか

かるため、現状はほとんど進んでいません。

一方、大学を運営するには、これまで人口が

集中している東京で学生を集めることが効率

的でした。しかし、今後、リモート社会がも

たらした変化により、地方でも大学などの受
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皿をつくるといった役割を担っていかなくて

はいけないと思っています。

・新型コロナがなくなるわけではない社会の

中で、前向きにポジティブな考え方で行政運

営をどのように行えるか、明るい未来を提示

できるかは厳しい状況にありますが、前向き

な行政運営をやらなければ住民との協働は進

まないと思います。より一層、連携、協働社

会をつくっていくことが必要だと思います。

・国の役割、地方、特に都道府県を含めた役

割と自治体の市町村の役割が重要になってく

ると思います。すると、国から地方へ至る財

源も必要で、分担をどのようにしていくかが

大変重要でしょう。

○牧原講師（東京大学先端科学技術研究セン

ター教授）

・2040 構想研究会の段階では、自由度が高

く、経済の専門家や女性委員もいて多様でし

たが、地制調になると、法律や行政学、都市

計画の方が主で、経済の専門家の発言はな

く、議論の幅が狭くなりました。ですから、

多様な参加者の中で議論しながら政策や制度

のことを考えることが必要です。

・バックキャスティングという発想が一番な

じむのは大都市圏です。人口は都市計画では

確実性のある予測といわれていますが、予測

を受け止める側の気持ちまでは考慮していま

せん。ですから、人口だけはバックキャス

ティングしていますが、それ以外の予測は

様々なオープンデータを使いながら、自由に

動かせるので、先ほどの成長戦略をどう描く

かなど、地域レベルで考えていただくことが

必要だと思います。

・新型コロナで見えてきた問題をどうするか

については 2 通りあります。新型コロナは感

染が広がると切迫感が出ますが、制度設計に

は時間がかかります。東京における保健所の

事務の集権化などは検討が必要になるでしょ

う。また、新型コロナの影響で、社会の変化

のスピードがこれまでと違って落ちてきてい

るものもあるので、時間をかけた制度設計が

できるのではないでしょうか。

・しかしながら、制度設計の前提条件は変わ

らないので、新型コロナの影響をどう考える

かが長期的には問われるでしょう。短期的に

は経済が停滞すると、生活保護や様々な業界

を支援する施策など、喫緊の課題が出てきま

す。先ほど、政権としては衆議院議員の任期

を基にすると 4 年が目安になるのが悩みだと

言いましたが、新型コロナ前の 4 年と今後の

4 年では、今後の 4 年のほうが社会的変化が

ゆっくりとなるため、今こそ、新型コロナ感

染拡大で見えてきた問題点を加味しながら、

現実的な制度設計ができる好機かもしれませ

ん。

ポジティブな話はもっとできますが、一般

論では表現しにくいので、地域レベルで様々

な提案を考えていきたいと思います。
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